












































































































































































回が 19 ヵ所、３回が 11 ヵ所であり、１回から
3回を合計すると 52 ヵ所（77.6％）であった。











回と 6 回のセンターが最も多くそれぞれ 7 ヵ




































































15% を超え 20% 以下は２ヵ所、20% を超え
て 25% 以下は４ヵ所、25% をこえているセ
ンターは 2 ヵ所であった。なお、25% 以上
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村（1,718 ヵ所）の 1 割にも達していない。設
置数が少なく、これでは求められる使命を十分
に発展させることは難しく、相談機関としての
認知度も上がらないままである。少子化社会対
策大綱（2015 内閣府）では、2019 年度までに
340 ヵ所の設置を目指しており、社会福祉法人
をはじめNPO法人も含めて、広く設置を推進
することが期待される。
同時に職員数をみると、児童家庭支援セン
ターの職員定数は設置運営要綱で計４名とされ
ており、全国の職員数は 500 人程度と推測され
る。西郷（2014）は、支援機関の分析を進める
中でマンパワーに言及し、児相４千人、市町
村福祉８千人、母子保健 32 千人、入所児童福
祉施設 80 千人であることを述べている。児童
家庭支援センターが、児相と並んで市町村支援
の機関として位置づけられていることを考える
と、職員数が極めて少ないと言えるだろう。
こうした設置数と職員数の問題は、前述した
地域協議会への関与や要保護児童等への取組み
の課題と関連していると思われる。設置数を増
やすと共に標準職員数を増加させることは、設
置運営要綱にある５つの事業を発展させるうえ
で基盤的な課題であろう。
また、ここ数年、社会的養育をめぐって、子
ども家庭福祉はこれまでにない変革を迎えてい
る。2016 年５月の児童福祉法の改正は、児相、
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市町村の役割と位置づけをさらに明確にするも
のであった。その後、厚生労働省の雇用均等・
児童家庭局が実施するいくつかの検討会等にお
いてその具体化が協議され、2017 年３月末に
「市町村子ども家庭支援指針（ガイドライン）」
をはじめとする指針や手引きが発出され、同年
８月には、「新しい社会的養育ビジョン」（新た
な社会的養育の在り方に関する検討会，2017）
が公表された。児童家庭支援センターについて
は、「児童相談所管内に人口規模に応じて１か
所以上」の設置がうたわれている。今後は、改
正法の具体化の動向に十分に留意しつつ、それ
らにふさわしい役割を児童家庭支援センターが
果たしていくことを期待する。
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